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  フリンジ供給者ケースの分析を， ベース電源とピーク電源の 2 種類の発電設備があるケース
に拡張する． 
  まず， 卸取引がないケースで， フリンジのキャパシティーが固定されているケースでは，  (1) 




  フリンジがベース電源を全く保有していない場合には， 価格をピーク電源の限界費用より低










  最後に，PPS も戦略的供給者である寡占ケースの分析を行う．電力供給には巨額かつ長期の
キャパシティー投資が必要であるので，キャパシティー投資による参入阻止行動が起きうる．







































                                                           
1  現状では，30 分間ごとの供給電力量と需要電力量の乖離が 3％以下でなければならず，それを超える
とペナルティー料金を払わなければならない．  5
2  モデル 
  電力供給を行う主体には， 域内ネットワークを保有する垂直統合電力会社とそれ以外の電力
小売事業者（PPS）がある．これらの事業者に加えて，小売りを行わない卸専業発電会社も存







  各需要者の電力需要は日時によって異なっており，時間 h における需要は
h x である．全時
間における需要電力量を表すベクトルを ) , , , , (
1 H h x x x L L = x と書く．この需要パターンはす
べての需要者にとって同じであり，また外生的に固定されている． 
  小売り契約は１年単位であるので， 小売り電力価格は年当たりの価格だけが決まり， 時間毎
の価格は一意に決まらない．供給者 i が提示する年当たり価格を i p と書く．仮に，供給者 i
の時間 h における供給電力量（kWh）当たりの価格を h
i p と置くと，年当たり価格を 
( 1 )  ∑ =
h
h h
i i x p p  
と書くことができる． 
  需要者を自家発電コストでパラメタライズして，自家発電コストがc 以上の需要者数を
) (c N とする．そうすると，電力価格が pの時に，小売事業者が全体として直面する需要は 
( 2 )  ) (p N  
である． 以下では， これを市場需要関数と呼ぶ． この需要関数は需要者数で表した需要であり，
電力量ベースの需要関数ではないことに注意が必要である． 
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2  統合卸電力市場を仮定してシミュレーションを行っている研究は数多い． Akiyama and Hosoe (2006)
は完全競争を仮定して日本の電力市場のシミュレーション分析を行っている．金本・蓮池・藤原 
(2006)，田中(2006)，Tanaka (2007)は寡占的行動を仮定してクールノーモデルのシミュレーションを行





ど検討する．同様に，送配電費用を ) ( ) ( x N C N c N N = と書くことができる．ここで， 
( 4 )  ∑ =
i
i N N  
は総需要者数である．自家発電の可能性があるので，総需要者数は内生変数である．託送料金
は時間帯別に異なりうるとし，電力量当たりの託送料金を ) , , , , (
1 H h t t t L L = t とする．需要者
一人当たりの（年間）託送料金は x t = t である．ここで， x t はベクトルtとベクトルx の内積
である． 
  以上の設定のもとでは，PPS の利潤は 
( 5 )  ) ( ) ( i i i i N c N t p − − = Π  
であり，電力会社の利潤は 




で，最後（ I i = ）のプレイヤーにまとめる．戦略的行動をする供給者は 0 = i の電力会社と
1 , , 1 − = I i L の PPS である．記号を分かりやすくするために，戦略的 PPS の数を 1 − = I n と置
く．戦略的供給者の集合をSと書くと， } , , 1 , 0 { n L = S である．電力会社以外の供給者がすべて
小規模でプライステイカーで近似できる場合には，戦略的供給者は電力会社だけになり，
} 0 { = S である． 
3  電力市場：卸電力取引市場が存在しないケース 
3.1  フリンジの利潤最大化問題 
  フリンジは価格 pを所与として行動する． 利潤最大化行動から， 託送費用を除いた純電力価
格 t p − が発電の限界費用に等しくなるという以下の条件が得られる． 
( 7 )  ) ( I I N mc t p = −  
ここで I I I I I dN N dc N mc / ) ( ) ( = は需要者数増加の限界費用である．これから，供給関数 





3.2  戦略的供給者の利潤最大化問題とクールノー均衡 
  戦略的供給者が全体として直面する需要関数は， フリンジ企業の供給を市場需要から差し引
いた残余需要関数 
( 9 )  ) ( ) ( ) ; ( t p S p N t p D I − − =  
である．戦略的供給者達はこの残余需要曲線を与件に選択を行う． 














  まず，託送料金が外生的に与えられているケースを考える．この場合の電力会社の利潤は 
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で与えられる． ここで， クールノー・モデルの仮定にしたがって， 電力会社は他社の供給量 j N
が固定されていると考える． 
  利潤最大化の１階の条件は 
( 11 )  0 ) ' ( ' ) ( 0 = + + − + − p I p N I p D S D mc tS D mc p  
となる．ここで， p D Dp ∂ ∂ = / である．これを変形すると， 
( 12 ) 
D
S mc t N
p





となる．ここで，η は残余需要の価格弾力性  8
( 13 ) 
D
pDp − = η  
である． 
  電力会社の価格が限界費用を上回る要因として２つがある． 第一は， 残余需要曲線が右下が
りであり，戦略的供給者は寡占的であるので，電力市場における独占力が存在する．残余需要




  利潤最大化の解は他社の供給量の関数として 



























  フリンジの供給量がゼロになる点で， 残余需要曲線にキンクやジャンプが発生する可能性が
ある．これらの場合には，電力会社の最適解がジャンプする． 
  電力会社以外の戦略的供給者の利潤は 
( 15 ) 
n i N t p S p N
N t p D N
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( 16 )  0 ) ( = + − − i p i N D mc t p  
となる．これを変形すると， 












  利潤最大化の解は 
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託送料金原価規制ケース 
  託送部門で超過利潤が出ないように規制されているケースを次に考える． この場合には， 託
送料金は託送の平均費用に等しくなるので， 
( 20 )  ) ( ~ / ) ( N t N N c t N ≡ =  
と書くことができる．託送について規模の不経済がある場合には 0 ) ( ' ~ < N t で，規模の経済が
ある場合には逆になる． 
  電力会社にとって託送部門の利潤はゼロであるので， 電力会社を含めてすべての戦略的供給
者の利潤は 
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となる．利潤最大化の１階の条件は 
( 22 )  0 ] ' ' ~ 1 [ ] ' ' ~ ' )[ ( = − + + − − N t N N t S D mc t p i I p i  
となるので， 
( 23 ) 
' ' ~ '
] ' ' ~ 1 [












3.3  まとめ 




  託送料金が外生的に与えられているケースでは， 電力会社の価格が限界費用と乖離する要因
は以下の 2 つである． 











4  電力会社とフリンジ：フリンジの限界費用一定 







立っていなければならない． ）記号法の混乱を避けるために，フリンジを 2 = i で表し， 1 = i の
戦略的行動をとる PPS は潜在的に存在するが，費用が高いために必ず供給量がゼロになると
して無視する．  
4.1  フリンジの供給曲線 
  フリンジが現在持っているキャパシティーが需要者 2 N 人分であるとする．このキャパシテ
ィーに達するまでは， 限界費用が需要者一人当たり 2 mc で一定である． これを上回る需要に対
応するためにはキャパシティー投資を行う必要があり， キャパシティー費用を含むコストは供
給量の増加に伴って上昇する．キャパシティー費用を含む需要者一人当たり平均費用を
) ( 2 2 2 N N ac − とする．ここで， 2 2 N N − は新しいキャパシティーで供給する需要者数である．
図を簡単にするために， この平均費用曲線は図 1 のような右上がりの直線であるとする． この
場合のフリンジの供給曲線は， 現有キャパシティーまでは限界費用 2 mc に等しく， それを超え 11
るとキャパシティー投資費用を含む ) ( 2 2 2 N N ac − になる．平均費用曲線の逆関数を ) ( 1
2 • − ac
で表すと，フリンジの供給曲線は 
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となる． 
図 1   フリンジ企業の供給曲線 
t p −
) (p N
) ( 2 t p S −
) ( 2 2 2 N N ac −
2 mc





4.2  電力会社の利潤最大化 
  電力会社の利潤は 
( 25 )  )) ; ( ( ) ; ( ) ( 0 0 t p D c t p D t p − − = Π  
である．ここで，残余需要曲線は上のフリンジ企業の供給曲線を市場需要曲線 ) (p N から水平
方向に差し引いたものであり， 
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図 2   残余需要曲線 
t p −
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  利潤最大化の１階の条件は限界収入が限界費用と等しいことである． ただし， 残余需要曲線





図 3   限界収入曲線 
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図 4   電力会社の利潤最大化解：同一限界費用・余剰キャパシティー 
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  ここで， 欧米諸国で行われたように， 強制的あるいは半強制的に電力会社に設備を売却ある
いは廃棄させることを考える． 十分に多くの設備を手放させると図 5 のような状況になる． こ
の図では，フリンジが新しい設備投資を行い，電力会社の供給量は *
0 N ，価格は t p −
* となる．
電力会社は独占力をもっているので，価格は電力会社の平均費用より高くなる． 
  強制売却をしない場合でも， 長期的には老朽化した設備を廃棄することによって余剰キャパ
シティーが解消される可能性がある．しかしながら，６節で詳しく分析するように，電力会社
が参入阻止のために更新投資や新規投資を行うことが考えられる． 
  わが国の電力自由化においては，新規参入者のシェアは未だに非常に小さい．2007 年 1 月
現在で，PPS のシェアは 2.39％に過ぎない．需要種別には，特別高圧業務用で 18.8％のシェア
になっているが，特別高圧産業用では 1.9％，高圧では 1.62％である．また，地域的には，東
京電力管内（全体で 4.9％，特別高圧で 8.71％）と関西電力管内（全体で 2.98％，特別高圧で
5.89％）ではある程度のシェアに達しているが，北陸，四国ではゼロ％であり，これら以外で




図 5   電力会社の利潤最大化解：同一限界費用・強制売却 
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きた．これは，図 4 の平均費用曲線 0 ac が以前は高い位置にあって，そのままだと PPS の平均
費用を上回る状況にあったのを， 合理化努力によって新規投資が困難なレベルに引き下げてき
たと解釈できる． 
4.3  卸取引  
  次に， 卸電力取引市場がある場合に， 電力会社がフリンジ企業に卸し供給する可能性がある
かどうかを考える．これについては，以下のような直観的な議論ができる．上で見たような卸
取引のない均衡点から出発して， 電力会社が自分の供給を減らして， その分をフリンジ企業に




  電力会社が卸し供給を行うと自分の顧客が少なくなる． このことによって自社のブランド価
値が低下したり， 付帯事業への悪影響が出てくる可能性がある． この種のコストがほんの少し
でもあれば，電力会社は卸し供給を行わない．  15




4.4  まとめ 
  この節では，(1)  戦略的供給者が電力会社 1 社だけで，(2)  市場需要曲線が直線，(3)  託送料



















5  電力会社とフリンジ：ベース電源とピーク電源 
  次に， ベース電源とピーク電源の 2 種類の発電設備があるケースを考える． 両電源とも限界
費用は一定で，それに加えて固定費がかかる．ピーク電源と比較して，ベース電源は限界費用
が低く，固定費が高い．ピーク電源とベース電源のキャパシティー（kW）を P B k K
k
i , , = で
表し，これらの電源のピーク時 H とオフピーク時 L の発電量を P B k L H j X
kj
i , , , , = = で表す．
ここで，B はピーク電源 P はピーク電源を表す．キャパシティーは kW に相当し，発電量は
kWh に相当するが，単位は適当に調整するものとする．電源の 1 期（年） ，1 単位キャパシテ
ィー（kW）当たりの固定費（平均キャパシティー費用と呼ぶ）を
k
i f とし，１単位発電量当た 16
りの限界費用を P B k MCk
i , , = とする．また，ピーク時間の割合が H λ ，オフピーク時間の割合
が H L λ λ − =1 であるとする． 
  これらの記号を用いると，ベース電源 B とピーク電源 P のコスト構造は 
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( 28 )  P B k L H j i K X j k
i
kj
i , , , , 2 , 0 , = = = ≤ λ  








i f f > ， 2 , 0 = i  
と書くことができる． 
  以下では， ベース電源とピーク電源を自由に選択できる長期の均衡でも双方の電源が使われ
るようなコスト構造を仮定する． 具体的には， キャパシティー費用差がピーク時分だけの限界
費用差より大きく，全時間の限界費用差より小さい，つまり， 













H MC MC f f MC MC − < − < − ) ( λ ， 2 , 0 = i  
が成立すると仮定する． この仮定のもとでは， ベース電源でオフピークの需要をまかなうよう
にし，ピーク電源でピーク時の追加需要をまかなうようにするのが最適な電源選択である． 
  ピーク電源がピーク， オフピーク双方の限界電源である場合には， 顧客が 1 人増加する時の
限界費用は 
( 31 ) 
P
i
H H L L P
i MC x x mc ) ( λ λ + =  
である．ピーク時にピーク電源，オフピーク時にベース電源が限界電源である場合には， 






i MC x MC x mc λ λ + =  
であり，ベース電源が双方の限界電源である場合には， 
( 33 ) 
B
i
H H L L B
i MC x x mc ) ( λ λ + =  
である．これらは 






i mc mc mc < <  
を満たす． 
5.1  卸取引がないケースの市場均衡 
  まず， 卸取引がないケースの市場均衡を考える． フリンジのキャパシティーが固定されてい
るケースと可変であるケースの２つを考える． 
キャパシティー固定ケースにおける市場均衡 
  オフピーク時の需要をベース電源だけでは満たすことができず， ピーク電源も用いなければ
ならないケースをまず考える．この場合のフリンジの供給曲線は図 6 のような階段状になる．
価格が P mc2 より高い場合には，ベース電源とピーク電源をフルに使ってピーク時の供給を行
い， オフピーク時にはベース電源のすべてとピーク電源の一部を使う． この場合の最大顧客数
は
H P B P B x K K N / ) ( 2 2 + =
+ である．  17
  価格がこれより下がると， 顧客数を減少させて， オフピークにピーク電源を使うのを止める．
この場合の顧客一人当たり限界費用は Mix mc2 である．この場合には，ベース電源でオフピーク
需要をまかなえるだけの顧客しかとれないので，顧客数の上限は
L B BL x K N / 2 = である．価格
が更に下がり， Mix mc2 を下回ると，ベース電源だけでピーク時もオフピーク時も供給するよう
になる．この場合の最大顧客数は
H B BH x K N / 2 = である．最後に，価格が B mc2 （ベース電源だ
けで供給する場合の顧客一人当たり限界費用）より低くなると，供給量はゼロになる． 














H P B P B x K K N / ) ( 2 2 + =
+ ，
L B BL x K N / 2 = ，
H B BH x K N / 2 = である． 
 
  オフピーク需要が小さくて， ベース電源だけで需要を満たすことができる場合には， 以下の
図 7 のような供給曲線になる． 











H P B P B x K K N / ) ( 2 2 + =
+ ，
H B BH x K N / 2 = である． 
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i x x N K − =  
となり，総費用は 
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i
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i N x x f x f MC x x MC x TC ) ( ) ( − + + − + = λ  
である．顧客一人あたりの平均費用は 







L H H B
i
L
i x x f x f MC x x MC x ac − + + − + = λ  
である． 
 顧 客 1 人あたりの平均費用が長期限界費用に等しく， それがコンスタントであるので， 電力
会社はこれより少し低い価格を設定すれば，PPS の新規投資を阻止できる． 
5.2  卸取引：キャパシティー固定ケース 
  フリンジのピーク時キャパシティーが固定されているとし， 2 N x
H と置く．フリンジが購入
する卸電力購入量がピーク時に H x02，オフピーク時に L x02 であるとする．ピーク時とオフピー




  ピーク時に卸電力を購入すると，顧客数を 








2 2 + =  
に増やすことができる． ベース電源はピーク時にもフルに稼働しており， ベース電源によるピ
ーク時の発電量は
H B BH K X λ 2 2 = であるので，ピーク電源の発電量は需要量からこれを差し引
いた 
( 40 ) 
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  これらの前提のもとでは，フリンジの利潤は 
( 42 )  [] []
P P B B B
L B L H B H P
H P L L H H H H
H H
L L L P
P P B B B
PL PH P L L L H H H
K f K MC f N t p
K x N K x N MC
x MC x t p x t p
x
x t p MC
K f K MC f
X X MC x t p x t p N t p
2 2 2 2 2 2
2 2 2 2 2
02 2 02 2
2 2 2 2 2
2 2 2 02 02 2 2
) ( ) (
] ) ( ) [(




) ( ) ~ ( ) ~ ( ) (
− + − − +
− + − −
− − − − + − − =
− + −






( 43 ) 
L L L H H H x t x t t λ λ + =  
である．利潤関数が卸電力取引量について線形であるので，オフピーク時の価格（




( 44 )  0 ) ~ ( ) ( 2 ≥ − − − −
P L L H H H H MC x t p x t p λ λ  
であれば購入する． 
  以上の議論から，フリンジが卸電力を購入するかどうか無差別になる価格は 
( 45 ) 
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( 48 )  H H x N p N λ ) ) ( ( 2 −  
で変化しない．ただし，オフピーク時の発電量は変化する可能性がある． 
  上で導いた卸価格を利潤の式に代入すると 
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フリンジが競争的なので，価格はフリンジが支払いうる最高の水準に決まる．この場合には，
ピーク電源の限界費用に等しくなる． 
  P L L MC t p 2
~ = −  
(2)  フリンジのピーク電源限界費用が電力会社のオフピーク時限界費用より低いケース：





①  限界費用差が小さいケース 















  0 , 0 02 02 = = L H x x  
②  限界費用差が十分に大きいケース 
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が成立する． 
5.3  まとめ 
  この節では， ベース電源とピーク電源の 2 種類の発電設備があり， 両電源とも限界費用が一
定で， それに加えて単位キャパシティー当たり一定のキャパシティー費用がかかるケースを考
えた．  
  卸取引がないケースで， フリンジのキャパシティーが固定されているケースでは， フリンジ
の供給曲線が 3 つ， あるいは 2 つの点でジャンプするので， 電力会社が直面する残余需要曲線
も複数のジャンプ点を持つ．これを反映して，(1)  フリンジがピーク時に全キャパシティーを
使うことを容認するケース，(2)  フリンジのベース電源の限界費用以下にして，全く供給させ
なくするケース， (3)  オフピーク需要をベース電源だけでまかなうようにさせるケース， (4)  ピ
ークとオフピークの両方をベース電源だけでまかなうようにさせるケースといった様々なケ
ースがありうる． 









  次に， フリンジのキャパシティーが固定されているケースに卸取引を導入する． 電力会社は
顧客を PPS に取られると，ブランド価値の毀損や付帯事業の利益の減少等によるロスがほん
の少しだけ発生すると仮定する． 
  第一の重要な結論は， 卸価格が電力会社のコストには依存せず， フリンジが払える最高のレ
ベルに決まることである．これは，フリンジが競争的であることの当然の帰結である． 
  第二に， フリンジにとっては自社保有のベース電源が卸購入よりも有利であり， 必ずフルに
利用すると仮定すると， フリンジのピーク電源限界費用が電力会社のオフピーク時限界費用よ
り高いという通常のケースには，ピーク時の取引は起きず，オフピークの取引だけが起きる．
ピーク時に電力供給を行うとフリンジの顧客が増えて，敵に塩を送ることになるからである．   23
6  寡占ケース 







  市場全体の需要曲線が直線で 
( 52 )  bN a p − =  
を満たすとする．以下のような簡単な費用構造を考える．PPS はすべて同じ費用構造をもって
おり， 
( 53 )  n i N w r f N c i i i L , 1 , ) ( ) ( 1 = + + =  
であるとする．ここで， 1 f は固定費，r は顧客一人当たりのキャパシティー費用，w は短期
限界費用である．電力会社の費用は固定費を除いて PPS と同じであり， 
( 54 )  0 0 0 0 ) ( ) ( N w r f N c + + =  
であるとする．電力会社と PPS の利潤は 
( 55 )  n i N c N t p i i i i , , 1 , 0 ), ( ) ( L = − − = Π  
である． 
PPS の反応関数 
  まず，電力会社の供給量が 0 N で与えられたときの PPS の反応関数を求める．PPS がすべて
同じ供給量を選択する対称的なケースだけを考える．この場合には，PPS にとっての利潤最大
化は 
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で達成される．ここで， 
( 57 )  ) ( r w t a v + − − =  
と置いている．これから， 
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( 59 )  bN v r w t p − = + − − = ) ( π  
とすると，  24







= π  
が得られる．電力会社と PPS の利潤は 






















= Π  
である． 
6.1  クールノー均衡：平均可変費用 
  まず，電力会社も PPS もキャパシティー費用が可変費用であると考えている場合のクール
ノー均衡を求める．この場合の電力会社の反応関数は 
( 62 )  ) (
2
1
1 0 bnN v
b
N − =  
である．これと上で求めた PPS の反応関数を組み合わせると，クールノー均衡は 







CA CA  
となることが分かる．この時の価格費用マージンと利潤は 




v CA π  
















= Π  
である． 
  このクールノー均衡においては，電力会社は特別な存在ではなく，平均可変費用が PPS と







PPS はそれを前提にキャパシティー投資を行うと仮定する． PPS がキャパシティー投資を行う
時点で， 電力会社も追加のキャパシティー投資を行うことが可能であるとする． 第 2 段階での
各社のキャパシティー選択はクールノー均衡になるとする
3． 
  第１段階で電力会社が選択するキャパシティーが 0 N であるとする．このキャパシティー投
資は不可逆的であり， 第 2 段階で決まる供給量がこれ以下であっても， キャパシティー費用は
                                                           
3  以下の枠組みは Dixit (1980)と基本的に同じである．Murphy and Smeers (2005)はこの枠組みを一般的な
電力市場モデルに適用している．  25
戻ってこないものとする． つまり， 第 1 段階のキャパシティー費用は第 2 段階では埋没費用に
なっている． 





  反応関数(w + r)
 
 
 第 2 段階において，顧客数が 0 N に満たないときの限界費用はw であるが，それを上回ると
キャパシティー費用分が追加されて r w+ になる．PPS の供給量が 1 nN の時に，電力会社の利
潤を最大にする供給量（反応関数）は，これらの 2 つの限界費用に対応して， 


































となる．この反応関数は図 8 の太線のように，キャパシティー 0 N のところでキンクを持つ． 
  PPS の反応関数は上で求めた( 58 )式である．電力会社の反応関数がキャパシティー 0 N のと
ころでキンクを持つので， 第 2 段階のクールノー均衡はこのキャパシティー水準によって変化
する．図 9 はキャパシティー 0 N がクールノー均衡になるケースを描いている．電力会社は第
1 段階におけるキャパシティーの選択によって， この図の A 点から B 点までの間の均衡を達成
できる．  26
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6.2  クールノー均衡：短期限界費用 
  A 点は上で求めたクールノー均衡( 63 )である． B 点は電力会社にとっての限界費用がキャパ
シティー費用を含まない場合のクールノー均衡である． このケースでは， 電力会社の反応関数
は 
( 67 )  ) (
2
1
1 0 bnN r v
b
N − + =  
であり，クールノー均衡は 
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となる． 
6.3  キャパシティー投資による参入阻止 
  次に，第 1 段階におけるキャパシティー選択を考える．  27
参入阻止不要ケース： 3 / v > β  





均可変費用クールノー均衡のもとでの PPS の利潤（ CA
1 Π ）が負になるときに得られる． 
1 bf = β と置くと， 0 1 < ΠCA の条件は 
( 71 ) 
3
v
> β  
と書くことができる．これは PPS の固定費が十分に高くて，電力会社が参入阻止行動をとら
なくても PPS が参入しないケースである．電力会社は独占企業として行動し，供給量は 






0 =  
となる．価格費用マージンと利潤は 
( 73 ) 
2
v M = π  





v M − = Π  
である． 
参入阻止不可能ケース： 3 / ) ( r v − ≤ β  
  電力会社が第 1 段階において十分なキャパシティー投資を行っていて， 電力会社にとっての
限界費用が短期限界費用のみであるケースにおけるクールノー均衡が B 点である．この点で
PPS の利潤が正になっていれば，電力会社はいかなるキャパシティー選択をしても PPS の参
入を止めることはできない．これが成立するのは， 0 1 ≥ ΠCM であるケースである．新規参入
が 1 社だけであるケースについて，これが成立する条件は， 
( 75 ) 
3
r v−
≤ β  
である．この場合には，PPS が参入してくるが，電力会社はそれを考慮に入れて第 1 段階のキ
ャパシティー選択を行うことになる． 
  キャパシティー投資が 0 N で，PPS が n 社参入するときの電力会社の利潤は 
( 76 )  0 0 0 0 ) (
1





= Π  
である．これを最大にするキャパシティー投資は 











( 78 )  0
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= Π  
である． 
中間ケース： 3 / 3 / ) ( v r v ≤ < − β  
 上 の 2 ケースの中間で 






が成立している場合には，参入阻止行動を含めて様々な可能性がある．線分 AB 上で PPS の利
潤が丁度ゼロになる点を
D N0 とすると，この点での PPS の利潤は 











bN v n D
D  
となるので， 












D ) 1 ( 1
0  
が成立する．ここで，PPS の利潤は企業数n の減少関数であるので，1 社の参入を阻止できれ
ば，すべてのn について参入を阻止できる．したがって， 1 = n と置くと， 
( 82 )  ) 2 (
1





( 83 )  β π =
D  
( 84 )  0 0









  PPS の利潤は電力会社の供給量の減少関数であるので，もしこの
D N0 が独占ケースの供給量
M N0 より小さければ，独占供給量に等しいキャパシティーでも PPS の利潤はマイナスになる．
したがって，電力会社は独占ケースの供給量
M N0 を選択する．このケースは 
( 85 ) 
3 4
v v
< ≤ β  
の時に成立する．もし r v 4 ≥ であれば， 
( 86 ) 
3 4
r v v −
≤  
であるので，このケース以外は存在しない． r v 4 < であれば，  29












  PPS の参入を許すケースでは，上の参入阻止不可能ケースと同様に，参入を前提に第 1 段階
のキャパシティー投資を行う． この問題の解は上で得たシュタッケルベルグ解である． シュタ
ッケルベルグ解が A 点と B 点の間に来る場合には，参入を許す解はシュタッケルベルグ解に
なる．B 点の右に来る場合には，B 点が解になる．これらを一般化シュタッケルベルグ解と呼
び， 
( 88 )  } , min{ 0 0 0
CM S GS N N N =  
と表す．参入阻止解
D N0 と一般化シュタッケルベルグ解 GS N0 のうちで利潤が大きい方を電力
会社は選択する． 
6.4  数値シミュレーション 
  金本・蓮池・藤原(2006)第 5 章と基本的に同じ需要構造を仮定して，数値シミュレーション
を行う． 需要量を 1 時間あたりの電力量で表現した線形の需要曲線を仮定する． 送電料金抜き
の価格が 10 円/kWh のときの 1 時間あたりの需要が 74,911 千 kWh であるとし，その時の需要
の価格弾力性が－0.1 であるとしている．この条件のもとでの需要曲線は， 
( 89 )  N t p 00133 . 0 110− = −  
となる．実際には，家庭用等の需要が非自由化部門であったり，長期契約で固定されている部
分がある．また，実際に競争が活発に起きているのは，大口の業務用にほぼ限られている．し
たがって，需要のほぼ 8 割が長期に固定されている 
( 90 )  N t p 00133 . 0 30− = −  
のケースと，ほぼ 9 割が固定されている 
( 91 )  N t p 00133 . 0 20− = −  
のケースも考える． 
  費用については， 短期限界費用が 5 円/kWh， キャパシティー費用が 5 円/kWh であるとする．
PPS の固定費 1 f が大きい場合には PPS の参入がなく，小さくなるにしたがって参入が増加し
てくる． 





マージンは非常に大きく，独占ケースで約 50 円であり，企業数が 5 社のケースで 16.5 円，10
社のケースで 9 円である． 
  キャパシティー投資による参入阻止行動をとると， 点線の楕円で囲った部分が変化する． こ
のケースでは，参入阻止キャパシティーは独占ケースと同じになり，独占価格が得られる． 
 
図 10  固定契約なし 
 
 
 図  11は需要の約 8 割が固定契約のケースを表している．この場合には実質的な価格弾力性
が大きくなるので， 価格マージンが低い． 四角の点線で囲った部分がキャパシティー投資によ
って参入阻止をするケースである． このケースでも， 参入阻止キャパシティーは独占供給量と




































図 11 約 8 割が固定契約 
 
図 12 約 9 割が固定契約 
 
 
6.5  まとめ 
  この節では，以下のような簡単化の仮定を置いて，PPS も戦略的供給者である寡占ケースの
















































































  電力会社がまずキャパシティー選択を行い， PPS はそれを前提にキャパシティー投資を行う
とする．PPS がキャパシティー投資を行う時点で，電力会社も追加のキャパシティー投資を行
うことが可能であり，第 2 段階での各社のキャパシティー選択はクールノー均衡になるとす









7  おわりに 







  これらの分析結果はきわめて単純化されたモデルで導かれたものであるが， 日本の電力自由
化に関して重要な示唆を与えている．  33





  卸し供給については， 電力会社は新規参入者の顧客数を増やすような卸し供給を行うインセ
ンティブをもたないことが， 卸取引市場の活性化に制約を与えている． このことから直ちに政
策の方向性が示唆されるわけではないが，今後の政策を考える上で前提とすべきことである．  
  キャパシティー投資による参入阻止行動はよく知られており， ほぼすべての産業組織論の教
科書で取り上げられている．この問題は，巨額かつ長期のキャパシティー投資が必要であり，
またキャパシティー以上の発電が難しい電力事業について非常に重要である． 本稿での分析は
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